
　　小牧市長　山下　史守朗

・総合評価落札方式

構成員

所在地

    鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の工事とする。
(ｴ) 配置する専任の監理技術者は、入札参加申込書を提出する前日までに元請
　  として完了し、及び引渡した(ｳ)に掲げる工事に従事した経験を有するも
    のであること。

    し、引渡した実績（以下「施工実績」という。）とする。なお、企業体の
    構成員としての施工実績による場合の延べ床面積算定については、出資比
    率が２０％以上の工事に限るものとし、出資比率で按分し算定した面積と
    する。（小数点以下切捨て）
    ａ　国内において、国又は地方公共団体が発注した新築又は増築で延べ床
    面積1,500㎡以上（増築の場合は増築部分の面積に限る。）で、鉄骨造、

(ｱ) 企業体に対する出資比率は、最大であること。
(ｲ) 入札参加申込書の提出日に１年７か月を経過しない最新の審査基準日にお
　　ける経営事項審査の総合評定値通知書の「建築一式工事」の総合評定値が
　　１，４００点以上を有すること。
(ｳ) 過去１０年間（平成１９年４月１日から入札参加申込書を提出する前日ま
    で）に、元請として施工した建築一式工事のうち、次に掲げる工事を完了

入札等の方法
あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）を使用すること。

・特定建設工事共同企業体
２者

入
札
参
加
資
格
要
件

建設業の許可
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、建築一式につい

て建設業の許可を受けている者であること。

小牧市内本店　小牧市内支店　愛知県内本店　愛知県内支店

代表者となる構
成員に必要な条

件

予定価格
金705,800,000円

（この金額は消費税及び地方消費税相当額を除いた金額である。）

低入札調査基準価
格

【低入札調査基準価格】 有
低入札調査基準価格の算出方法：建築工事
【失格判断基準価格】有

工期 平成 29 年 07 月 05 日　～　平成 31 年 03 月 05 日

工事概要

本体棟 鉄骨造一部鉄筋コンクリート造地上2階 延床面積3720.87ｍ2 車寄せ棟
鉄骨造地上1階 建築面積43.50ｍ2 足湯棟 鉄骨造地上1階 延床面積11.52ｍ2
温室棟 鉄骨造地上1階 延床面積48.83ｍ2 既存WC・倉庫 鉄筋コンクリート造
地上1階 延床面積27.20ｍ2 既存倉庫 鉄筋コンクリート造地上1階 延床面積9.
75ｍ2 建築工事一式

工事名 小牧市第１老人福祉センター改築工事のうち建築工事（10041213）

路線等の名称

工事場所 小牧市大字野口２４２６番地１　他

契約規則（昭和５５年規則第１１号）第７条の規定に基づき公告する。
　なお、本公告の入札は、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）における電子入札サブ
システム（以下「電子入札システム」という。）により実施する。

平成 29 年 04 月 04 日

公告

　次のとおり特定建設工事共同企業体による事後審査型制限付一般競争入札（総合評価落札方式）
を実施するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び小牧市



（２）特定建設工事共同企業体協定書
（３）委任状

【その他】
必要に応じて、別途書類等の提出を求める場合がある。

設計図書の配布

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）のポータルサイトからダウン
ロードする方法により配布する。

【配布期間】
公告日から入札参加申込書提出期限まで

・企業体審査申請書等
（１）特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書

【提出期間】
平成 29 年 04 月 05 日 （水）　午前 09 時 00 分　から
平成 29 年 04 月 24 日 （月）　午後 05 時 00 分　まで

　　　　ードで、特定建設工事共同企業体名により電子入札に参加すること。

・技術資料
（１）総合評価（簡易型)技術資料
　　　※提案に関する資料は技術資料と同時提出すること。

・入札参加申込書
（１）制限付一般競争入札（共同企業体）参加申込書（様式第２）
　　　※電子入札システムにて提出すること。電子入力システムの入札参加申
　　　　込書の入力時に、「ＪＶ参加」の□にチェックを付け、特定建設工事
　　　　共同企業体名称を入力すること。
　　　※単独企業用として利用者登録された代表構成員の代表者名義のＩＣカ

（９）本工事について、２以上の企業体の構成員でないこと。
（10）その他、小牧市事後審査型制限付一般競争入札（総合評価落札方式）公
　　　告説明書【特定建設工事共同企業体】による。

入札参加申込書等
の提出

入札参加を希望する者は、次により入札参加申込書を電子入札システムにて提
出しなければならない。また、総合評価落札方式の場合には、総合評価技術資
料（以下「技術資料」という。）を小牧市役所総務部契約検査課へ直接持参し
て提出しなければならない。
期限までに申込書等を提出しない者は、本入札に参加することができない。

【提出書類】

（６）当該工事に係る設計事務等の受託者又は当該受託者と資本を若しくは人
　　　事面において関連がある建設業者でないこと。
　　　「当該工事に係る設計事務等の受託者」とは、次に掲げる者である。
　　　設計業者　株式会社内藤建築事務所名古屋事務所
（７）経常建設企業体でないこと。
（８）企業体に対する出資比率は、均等割の１０分の６を下回らないこと。

配置技術者
建築一式工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を有する

者を専任の監理技術者を工事現場として配置し得ること。

その他

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないものであること。
（２）小牧市建設工事入札参加資格者名簿に登載されている者であること。
（３）指名停止、暴力団排除措置を受けていない者であること。
（４）民事再生法による再生手続開始の申立てがなされていない者又は会社更
　　　生法による更正手続開始の申立がなされていない者であること。
（５）営業停止処分を受け、営業停止期間中でない者であること。

その他構成員に
必要な条件

第２構成員入札参加申込書の提出日に１年７ヶ月を経過しない最新の審査基準
日における経営事項審査の総合評定値通知書の「建築一式工事」の総合評定値
が800点以上を有すること。

入
札
参
加
資
格
要
件



を確認すること。

入札及び契約手続
等

地方自治法、小牧市契約規則（昭和５５年小牧市規則第１１号）、小牧市建設
工事等に係る電子入札実施要領（平成２０年３月２８日１９小総第１２４７号
）、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）利用規約（平成１８年９
月６日施行）、小牧市建設工事総合評価競争入札試行要綱（平成２０年２月５
日１９小総第１００７号）、小牧市入札参加者心得書及び小牧市事後審査型制
限付一般競争入札（総合評価落札方式）公告説明書【特定建設工事共同企業体】

前払金及び中間前
払金

有
入札保証金 免除
契約保証金 有

【提出書類】
（１）制限付一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式）
　　　※資料を添付すること。

【その他】
必要に応じて、別途書類等の提出を求める場合がある。

契約書作成の要否 要

開札日時 平成 29 年 05 月 29 日 （月）　午前 09 時 30 分
開札場所 小牧市役所本庁舎４階　契約検査課

落札候補者の決定

落札候補者を決定し、電子入札システムにより通知する。
開札終了後、落札候補者は資格確認書類を落札候補者決定通知を受けた日の翌
日から起算して２日以内（休日を除く）に小牧市役所総務部契約検査課へ直接
持参して提出すること。
なお、期限までに提出しないときは、当該落札候補者のした入札は無効とする。

【回答方法】
入札情報サービスにて閲覧に供する。

入札書及び工事費
内訳書の提出方法

等

電子入札システムにより、入札書に必要な事項を入力し、工事費内訳書を添付
ファイルとして送信すること。

【提出期間】

平成 29 年 05 月 25 日 （木）　午前 09 時 00 分　から

平成 29 年 05 月 26 日 （金）　午後 05 時 00 分　まで

【回答方法】
入札情報サービスにて閲覧に供する。

設計図書に対する
質問等

設計図書に対する質問は文書（設計図書等質問書（様式第３））により、小牧
市役所総務部契約検査課へ直接持参して提出すること。

【質問期限】
平成 29 年 05 月 10 日 （水）　午前 10 時 00 分　まで

【回答予定日】
平成 29 年 05 月 19 日 （金）　午前 11 時 00 分　まで

現場説明会 無

提案に対する質問
等

提案に対する質問は文書（任意様式）により、小牧市役所総務部契約検査課へ
直接持参して提出すること。

【質問期限】
平成 29年 04 月 12 日 （水 ）　午前 10 時 00 分　まで

【回答予定日】
平成 29年 04 月 18 日 （火）　午前 11 時 00 分　まで



問い合わせ先
小牧市堀の内三丁目１番地
小牧市総務部契約検査課契約係
電話（0568）76-1103（直通）

入札及び契約手続
等

この工事の契約の締結については議会の議決が必要である。



 

別記１「総合評価に関する評価項目と評価基準」 

 

１ 入札の評価に関する基準 

  本工事の総合評価に関する加算点付与の考え方は、以下のとおりとする。 

Ａ（配点１０点） 

分 類 評価項目 記入内容・方法 評価の視点 
配 

点 

提
 

 
 

 
 

 
 

案
 

施
工

計
画

（
施

工
上

特
に

配
慮

す
べ

き
事

項
）

 

①工事車両

等の周辺に

及ぼす影響

対策、工事

期間中の施

設 利 用 者

（高齢者）

への配慮に

ついて 

・工事車両等の周辺及び施

設利用者に及ぼす影響に

対する対応内容、実施方法

などの具体的提案を箇条

書きにて記載のこと。 

・標準案を基準として記載

し、説明図が必要な場合

は、４月２４日までに添付

資料として提出のこと。 

・有効な提案となって

いるか。 

・実施方法が具体的な

ものとなっているか。 

・評価は、箇条書きご

とに評価し、有効な項

目数により絶対評価に

て０点から５点を付与

する※ 

６段階評価（５点） 

有効な項目数が 

37 項目以上 5 点 

30～36 項目 4 点 

23～29 項目 3 点 

16～22 項目 ２点 

10～15 項目 １点 

  9 項目以下 0 点 

 

②市内業者

の活用につ

いて 

・市内業者の活用は、建設

関連業者に限らず、本工事

による市内経済活性化に

寄与すると思われるもの

全てを対象とする。 

・作業所として対応が考え

られる項目を箇条書きに

て記載のこと。 

・評価項目に対する取組

み 

姿勢が積極的であるか。

・評価は、箇条書きごと

に評価し、有効な項目数

により絶対評価にて０

点から３点を付与する
※
 

４段階評価（３点） 

有効な項目数が 

61 項目以上 3 点 

41～60 項目 2 点 

21～40 項目 1 点 

20 項目以下 0 点 

 

③工事従事

者の労働条

件向上に関

する提案と

その検証方

法について 

・本工事に関わる下請企業

労働者を含む労働者の賃

金に対する考え方とその

把握手法について記載の

こと。 

・上記提案の検証方法につ

いて記載のこと。 

・考え方の適正さ 

・提案の有効性 

・検証方法の有効性 

 

３段階評価（２点） 

2 点 

1 点 

0 点 

 

提案は確実に履行できる内容とすること。 

※箇条書き記載については、実施可能な項目を１項目ずつ出来るだけ多く記載すること。 

  



 

Ｂ（配点７点） 

分 

類 
評価項目 添付書類 評価基準 配点 

 

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

①企業評価対象工事

の施工実績（過去１０

年間：平成１９年４月

１日から技術資料を

提出する前日までに

完了）※1 

施工実績を確認できるもの

（コリンズ竣工時カルテ受

領書の写し等） 

（１０件まで） 

 

１０件以上あり ４点 

７件～９件 ３点 

３件～６件 ２点 

１件～２件 １点 

上記項目に該当しない ０点 

②ＩＳＯ９００１・Ｉ

ＳＯ１４００１認証取

得の有無
※2
    

取得済とわかる書類の写し 両方の認証を受けている ２点    

どちらかの認証を受けている １点 

上記項目に該当しない ０点 

③国又は地方公共団体

における優良工事表彰

等の有無（過去３年

間：：：：平成２６年４月１

日から技術資料を提出

する前日まで）※３ 

優良工事表彰された工事で

あることを証明する表彰状

等の写し 

表彰等あり １点 

表彰等なし ０点 

※1企業評価対象工事は、特定建設工事共同企業体（以下「企業体」という。）のいずれかの構成員が

元請として施工した建築一式工事のうち、次に掲げる工事とする。なお、企業体による場合の延

べ床面積算定については、出資比率が 20%以上の工事に限るものとし、出資比率で按分し算定し

た面積とする。（小数点以下切捨て） 

  評価対象工事：国内において、国又は地方公共団体が発注した新築又は増築で延べ床面積 3,000

㎡以上（増築の場合は増築部分の面積に限る。）で、鉄骨造、鉄筋コンクリート造

又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の工事とする。 

※２企業体のいずれかの構成員が技術資料を提出する前日までに、入札に参加する営業所が認証され

ていること。 

※３優良工事表彰とは、企業体のいずれかの構成員が、国又地方公共団体で、優良工事として表彰又

は公表されたものとする。（同業種に限定するものではありません。）表彰等の日付が該当期間

内のものを実績と認める。小牧市については、優良工事として公表されたものは、添付書類を必

要としない。技術資料提出後に、小牧市の優良工事として公表されていたことが判明しても加点

することはできません。小牧市の優良工事の公表期間を過ぎているものについては、技術資料を

提出する前に、小牧市役所契約検査課に確認すること。 



 

Ｃ（配点８点） 

分 

類 
評価項目 添付書類 評価基準 配点 

配 

置 

技 

術 

者

の

能

力 

①技術者評価対象工

事の施工実績（過去 

１０年間：平成１９年

４月１日から技術資

料を提出する前日ま

でに完了）※１※３ 

施工実績を確認できるもの

（コリンズ竣工時カルテ受

領書の写し等） 

（５件まで） 

 

対象工事実績数×１点 

（最大５点） ０点 

 ～  

５点 

 

②工事成績の評定点

（過去５年間：平成２

４年４月１日から平

成２９年３月３１日

までに完了した工事

の内１件）※１※３ 

工事成績が確認できるもの

（工事成績評点結果通知書

等の写し） 

 

７９点以上 ２点 

７５点以上７９点未満 １点 

７５点未満又は実績なし ０点 

③継続教育（ＣＰＤ）

の取組実績※２※３ 

建築ＣＰＤ運営会議が発行

した実績証明書の写し 
継続教育の証明あり １点 

継続教育の証明なし ０点 

※1 技術者評価対象工事は、企業体の代表者となる構成員が、元請として施工した建築一式工事のう

ち、次に掲げる工事とする。なお、企業体による場合の延べ床面積算定については、出資比率が

20%以上の工事に限るものとし、出資比率で按分し算定した面積とする。（小数点以下切捨て） 

  評価対象工事：国内において、国又は地方公共団体が発注した建築一式工事のうち、新築又は増

築で延べ床面積 3,000㎡以上（増築の場合は増築部分の面積に限る。）で、鉄骨造、

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の工事における主任

（監理）技術者または現場代理人での実績 

※２配置する技術者が、建築ＣＰＤ運営会議に加盟する団体が発行するＣＰＤ（継続教育）の単位を

平成２８年４月１日から技術資料を提出する前日までの間に年間推奨単位（各団体の１年間の推

奨単位（ユニット等））以上取得していること。 

※３企業体の代表者となる構成員が配置しようとする技術者の実績を求めるが、入札参加申込みの時

点で配置技術者を特定することができない場合は、候補とするすべての配置技術者について資料

に記入すること。①、②、③の実績は同一人のものであること。複数の候補者がいる場合は、そ

の評価は①、②、③の加算点の合計が最も低い候補者のものを使用する。 

  



 

Ｄ（配点５点） 

分 

類 
評価項目 添付書類 評価基準 配点 

地
域

精
通

度
・

地
域

貢
献

度
 

①企業体の構成員の契

約締結する営業所等の

所在地※1 

 
小牧市内に本店を有する ３点 

小牧市内に支店、営業所を有する １点 

上記項目に該当しない ０点 

②愛知県ファミリーフ

レンドリー企業登録の

有無
※2    

企業登録証の写し 
登録あり    １点    

登録なし ０点 

③障がい者雇用の有無 

※３
 

雇用を証明できる書類

の写し※４ 

雇用している １点    

雇用していない ０点 

※1本案件公告日における小牧市へ登録されている本店、支店、営業所 

※2本案件公告日までに、企業体のいずれかの構成員が登録されていれば認める。 

※３「障がい者雇用の促進等に関する法律」に基づく法定雇用率を達成しているもの、又は、雇用義務

がなくても障がい者を雇用していれば認める。 

※４常用労働者が５０人以上の事業所は、ハローワークに提出する雇用に関する状況表の写し。常用労

働者が４９人以下の事業所は、雇用している従業員証、障害者手帳の写し。 

 

２ ヒアリングについて 

提出された技術資料又は配置技術者に対するヒアリングを行うことがあるが、ヒア

リングを行う場合は、その日時・場所等について別途通知する。 

 

３ 評価項目の審査 

加算点は，技術資料及び添付書類に基づき、１の評価基準で審査し算出する。提出

書類のみでは判断ができない場合、内容の確認や追加資料の提出を求めることがある。 

また、提出した書類の記載内容が事実と違っていた場合や記載漏れでも書類の再提

出は認められない。なお、この場合は加点対象とならない。 

 

４ 提案の履行確認 

ア 落札者の提案については、その履行を確保し評価内容を担保するために、契約書

に加点評価された提案項目の内容を記載するとともに、監督・検査により提案内容



 

の履行の確認を行う。 

加点評価されなかった提案項目についても履行することとなるが、内容によって

実施することが好ましくない場合もあり、そうした項目の取扱いについては、監督

員との協議により履行を認めない場合がある。 

 イ 受注者の責による提案の不履行が認められた場合には、再度の施工を求め、再度の

施工が困難な場合には、契約金額の減額を行う。契約金額の減額Ｃは、Ｃ＝契約額×

［１－｛（１００＋不履行時の加算点）÷（１００＋契約時の加算点）｝］により算出

する。 

ただし、不履行時の加算点が契約時の加算点と同じ結果になる場合、評価された提

案の内容と実際の施工内容を基にして不履行時の加算点を算出することがある。 

 

５ その他 

(1) 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

(2) 提出された申請書等は、返却しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

低入札調査基準低入札調査基準低入札調査基準低入札調査基準価格について価格について価格について価格について    

 

  この工事の低入札調査基準価格は、次の算出方法により得た額により設定します。 

 

公表の時期及び算出方法公表の時期及び算出方法公表の時期及び算出方法公表の時期及び算出方法    

公表時期 低入札調査基準価格 

事後公表事後公表事後公表事後公表 建築工事 

 
 

※ 上記により算出した額が予定価格の 10 分の 8 を超える場合は 10 分の 8 に相当する額、また 10 分の 7 に満たない

場合は 10 分の 7 に相当する額とする。 

※ 建築工事において直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費以外に別途計上している場合（仮囲い、交

通誘導員、室内環境測定、ガス工事、廃材処分費等）は、直接工事費に加えて算出する。 

    

    

    

直接工事費×８５％×８５％ 
 

共通仮設費×９０％ 
 

( 直接工事費×１０％＋現場管理費 )×８０％ 
 

一般管理費×５５％ 

予定価格 

算定上の 

の合計額(千円未満切捨て) 

 

×1.08 (消費税及び地方消費税) 

 



支払い条件の注意事項 

小牧市工事請負契約約款の規程に基づき前払金等を支払うものとし、多年度

にわたる業務の支払いについては以下のとおりとする。 

 

出 来 高 予 定  平成２９年度末の出来高予定は１０％とする。 

前払金の支払  契約金額に１０分の４の割合を乗じて得た額を支払うも

のとする。 

(1)平成２９年度の前払金は、同年度末の出来高予定に４割

を乗じて得た額を支払うものとする。 

(2)平成３０年度の前払金は、契約金額に４割を乗じて得た

額から、(1)の額を控除した額とする。 

中間前払金の支

払い 

契約金額に１０分の２の割合を乗じて得た額を支払うも

のとする。 

 (1)平成２９年度の中間前払金は、同年度末の出来高予定

に２割を乗じて得た額とする。ただし、契約金額が変更

された場合は、前払金と中間前払金の合計額は出来高予

定額の１０分の６を超えてはならない。 

(2)平成３０年度の中間前払金は、契約金額に２割を乗じて

得た額から、(1)の額を控除した額とする。 

契約金の支払 (1)平成２９年度の支払限度額は契約金額に同年度末の出

来高予定を乗じて得た額の９割とする。 

 


